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†  本稿は（独）経済産業研究所「金融・産業ネットワーク研究会」 、および文部科学省『近
未来の課題解決を目指した実証的社会科学研究推進事業』 「持続的成長を可能にする金融・
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The aim of this paper is to examine the so-called “overlapping debt problem (nijuu 
saimu mondai in Japanese)” and derive policy implications for the Great East Japan 
Earthquake.  We first set out the problem from an Economics point of view, 
especially from that of financial contracting.  Using firm- and bank-level micro 
data, we then empirically analyze the problem in the Great East Japan Earthquake 
with that in the Great Hanshin Awaji Earthquake.  We finally evaluate the policy 
measures targeting the problem, which have been implemented by the Government 

























  2008 年 9 月のリーマンショック以降、 借入金の返済に支障をきたしている中小企業は少
なくない。 「中小企業金融円滑化法」に基づく貸付条件の変更等（元本の返済猶予、返済期
限の延長など）は、法施行日からの 1 年間（平成 21 年 12 月 4 日から平成 22 年 12 月 31
日まで）の累計で、中小企業では全国で 758,798 件（25 兆 6,741 億円） 、家計の住宅ローン




                                                  
1  金融庁資料（http://www.fsa.go.jp/news/22/ginkou/20110328-1.html） 。 3 
 
行うと、 既存債務 （旧債務） と新規債務の返済負担を二重に負うこととなり、今後の事業・
生活に多大な支障が生じかねない。これが、いわゆる「二重債務問題（二重ローン問題） 」
であり、阪神・淡路大震災など過去の大災害の際にも大きな問題となった。 
金融庁資料によると、 被災地において震災から 2011 年 7 月末までに返済を一時停止した
債権者数（被災 3 県（岩手県、宮城県、福島県）に所在する金融機関からのヒアリング結
果）は 11,382（先数） （うち住宅ローン 5,323 先） 、債権額は 2,676 億円（うち住宅ローン
738 億円） 、条件変更契約を締結した債務者数は 8,267 先（うち住宅ローン 1,960 先） 、債権
額は 3,822 億円（うち住宅ローン 277 億円）となっている。
2  このうち被災 3 県の地域銀
行（8 行） 、信用金庫等（20 庫） 、信用組合（10 庫）について、一時停止・条件変更の合計
が、 各業態の貸出債権総額 （2011 年 7 月末） に占める割合をみると、 それぞれ 3.8％、 9.0％、












３．１  ３つの「二重債務問題」 
「二重債務問題」 への対応の必要性について反対する者は少ないだろう。 しかしその 「二
重債務問題」が指すものは何かと問われると、答えは必ずしも明確ではない。まず、同問
                                                  
2  金融庁資料（http://www.fsa.go.jp/news/23/20111028-2.html） 。 
3  全国銀行協会『東日本大震災・福島原子力発電所事故への対応に関する追加要望～二重
債務問題解決に向けた提言～』 （2011 年 6 月 16 日）
http://www.zenginkyo.or.jp/news/2011/06/16163000.html、 
日本弁護士連合会『東日本大震災復興支援緊急措置法骨子案＜第一次案＞』(2011 年 5 月














一種の過誤 (type I error)」の問題と呼ぶことができる。ここで言う「貸されるべき」借手
とは、企業の場合には新たな借入を行うことによって十分な収益を生み出すことができる
と見込める企業、すなわち、新規資金を借り入れて行う企業活動から得られる総キャッシ













                                                  
4  内閣官房「東日本大震災における「二重債務問題への対応方針」について」2011 年 6 月
17 日 http://www.cas.go.jp/jp/siryou/nijusaimu.html。 
5  ここでいう「収益」とは、直接的なキャッシュフロー（家計の場合、収入からローン返
済以外の支出を引いたもの）に加え、間接的なメリット（３．２節の④を参照）も含む。
また NPV の評価にあたっては、機会費用の存在を考慮する必要がある。 5 
 



























                                                  








３．２  第一種の過誤 
ここからは、以上三つの二重債務問題について、それぞれもう少し詳しく見ていくこと











のローンの収益性は低くなる。 このため、 たとえ新規プロジェクトの NPV が正であっても、
新たな債権者にとっては採算が取れず、 新たな貸出が行われない可能性がある(Myers 1977)。  
同じ問題は、既存債権者の数が多く協調できないために、既存債務の処理が進まない場
合にも発生しうる。協調の失敗は、既存債権者間でプロジェクトの清算価値や事業継続時
の NPV に関する情報に非対称性がある場合にも生じる可能性がある(Bolton and Scharfstein 






（個人版民事再生法） ） などの再建型倒産手続きに基づく旧債権の整理、 そして私的整理ガ
イドラインや事業再生 ADR 制度（訴訟手続によらず公正な第三者が関与して解決を図る
手続き）に基づく私的な債権放棄、岩手県などで設立される「産業復興機構」を初めとす
                                                  

































10  例えば、 「主要行等向けの総合的な監督指針  平成 22 年 3 月」上で規定されている「実
現可能性の高い抜本的な経営再建計画」 。 





































が、 波及効果を考慮した社会的な NPV はプラスである企業 （部品供給におけるハブ企業な
ど）の場合、地域全体が再生すれば NPV はプラスになるが、一企業だけの復興のための投9 
 


























グ(内田 2010,  第 2, 6 章参照)を行っている被災地の地域金融機関と比べて被災地所在企業
に関する情報をあまり蓄積していないと考えられ （上記③非対称情報の問題） 、 十分な資金
供給を行えない可能性もある。 


















の延命策になってしまうリスクがある（櫻川 2011 等を参照） 。こうした「延命」のための
ローンがなされれば、資金の配分を歪めるだけではなく、結局は金融機関の不良債権を増
加させ、金融危機にまで発展しかねない。これは、いわゆる「ゾンビ企業」への「追い貸








債権の償却を適切に行わないインセンティブを持つかもしれない（細野 2010, 第 1 章） 。
さらには、資金を目的外に使う、あるいは意図的にデフォルトを起こす、といった形で借
手側の要因から第二種の過誤が発生する可能性もある。 


































                                                  
14  被災者支援一般の在り方に関する佐藤(2005)、 地震保険に関する齊藤(2005)なども参照さ






















本節では、東日本大震災（2011 年 3 月）における第一種・第二種の過誤の重要性を判断
するため、今回の被災地に本社を有する企業の被災前のデータを用いて、定量的な分析を
行う。 以下では４． １節でデータを説明したあと、 ①被災地企業の債務比率と収益性 （４．
２節） 、②被災地企業の取引金融機関数やメインバンク等の資金供給能力（４．３節） 、に
ついて分析する。その際には、全国の企業、あるいは阪神・淡路大震災（1995 年 1 月） 、
新潟中越地震（2004 年 10 月）の被災地企業との比較を行う。 
 






（2006 年度の「事業所・企業統計調査」の調査対象会社数が全国で約 150 万社であるのに













































































































５．１  被災地金融機関の財務指標 
図３は、今回の震災で最も大きな被害を受けた３県（岩手県・宮城県・福島県）に所在
する地方銀行 （左側） 、 第二地方銀行 （右側） の財務指標を示したものである。 比較のため、
それぞれ全国の地方・第二地方銀行の中央値も示している。データは日経 Financial Quest
から得た各金融機関の財務諸表（単独決算）データであり、東日本大震災前の 2010 年 3







数に関しては震災直後の 2011 年 3 月期とその 1 年前の数値に震災の影響は見られない。 







ることが分かる。 すなわち、 自己資本比率については東北銀行、 七十七銀行、 北日本銀行、
仙台銀行、福島銀行などで低下、不良債権比率は岩手銀行・東北銀行・七十七銀行・大東










































プ 2011 年版（金融ジャーナル社） ）と、当該銀行の総貸出残高と全店舗数（出典は金融庁






































































                                                  
17  同オペは、 被災地で貸出業務を行う営業所等を有する金融機関または被災地金融機関を
会員とする系統中央機関で、共通担保資金供給オペの対象先のうち、 希望する先に対して、
貸付期間 1 年、貸付利率 0.1%で、共通担保を担保とする貸付を行うものである。貸付総
額 1 兆円の枠に対して、 2011 年 10 月 24 日現在で累計 4,879 億円の実績 （うち大手行 517
億円、地域金融機関等 4,362 億円）があった。なお同オペについては、10 月 7 日の金融政
策決定会合において、貸付受付期間を当初の 2011 年 10 月末から、2012 年 4 月末へ 6 ヶ
月間延長する事が決定されている























19  今後の検討が期待される。 
                                                  
18  中小企業庁「 『岩手県産業復興相談センター』の設立について」2011 年 10 月 3 日
（http://www.chusho.meti.go.jp/earthquake2011/111003FukkouIwate.html） 。宮城県や福島県な
どでも産業復興機構設立の設立準備が進められている（日経速報ニュースアーカイブ「宮
城県も債権の買い取り機構設立へ  被災企業向け」2011 年 9 月 20 日他） 。 
一方、自民党・公明党が設立を求めていた「東日本大震災事業者再生支援機構」につい
ては、第 177 回通常国会で法案が提出されたものの成立せず継続審議となっていたが、10










最後に、補正予算（第 1 次、第 2 次）による政府の対策については、新規ローンの供給
を促進するための支援策が手厚く盛り込まれている。たとえば第 1 次補正予算では東日本
大震災復興緊急保証、東日本大震災復興特別貸付など、災害関連融資関係経費（中小企業
等向け）として 5100 億円が、第 2 次補正予算では二重債務問題対策関係経費として 774












付条件に関しては、 たとえば日本政策金融公庫の中小事業から借り入れる場合、 従来の 「災
害復旧貸付」では融資限度額（別枠）が 1.5 億円、貸付期間 10 年以内（設備資金・運転資
金） 、 基準利率、 というものであったが、 復興特別貸付では、 融資限度額 （別枠） が 3 億円、
貸付期間 15～20 年、金利優遇幅は最大で－1.4％（基準利率対比）となっている。 







                                                                                                                                                  

































と評価」第 5  章  勁草書房, 2005. 24 
 
櫻川昌哉「関東大震災の経験から学ぶ」G-SEC 危機対応緊急フォーラム Discussion Paper 
No.1, 2011. 
佐藤主光「災害時の公的支援に対する経済学の視点」 『会計検査研究』No.32、33-50, 2005. 
福崎博孝「雲仙普賢岳災害から今日に至る被災者支援施策の展開」DRI 調査研究レポート
vo.7,  震災復興と公共政策Ⅱ,  大都市大震災軽減化特別プロジェクトⅣ－3『大都市大
震災における復興政策総合評価システムの構築』研究会講演録集,  人と防災未来セン
ター（http://www.dri.ne.jp/research/images/rep_7.pdf）, 2005. 
星岳雄「日本の金融システムに隠されたリスク」NIRA オピニオンペーパーNo. 4, 
http://www.nira.or.jp/president/opinion/entry/n111014_590.html 
細野薫『金融危機のミクロ経済分析』東京大学出版会, 2010. 
堀江康熙 ・ 川向肇 「東日本大震災の地域金融に及ぼす影響」 経済学研究 （九州大学） , 78 (2-3), 
pp.1-38, 2011. 
室崎益輝「阪神・淡路大震災が投げかけた政治・経済・行政へのメッセージ」DRI 調査研
究レポート vol.4,  震災復興と公共政策,  大都市大震災軽減化特別プロジェクトⅣ－3
『大都市大震災における復興政策総合評価システムの構築』研究会講演録,  人と防災
未来センター（http://www.dri.ne.jp/research/drirepo/parts/004.pdf  ：p.9）, 2004. 
Bolton, P., and Scharfstein, D.S. "Optimal Debt Structure and the Number of Creditors." Journal of 
Political Economy, 104(1), pp. 1-25, 1996. 
Caballero, R. J., Hoshi, T., Kashyap, A. K. " Zombie Lending and Depressed Restructuring in 
Japan." American Economic Review, 98(5), pp. 1943-1977, 2008. 
Dewatripont, M., and Maskin, E. "Credit and Efficiency in Centralized and Decentralized 
Economies." Review of Economic Studies, 62(4), pp. 541-555, 1995. 
Myers, Stewart C. "Determinants of Corporate Borrowing." Journal of Financial Economics, 5(2), 
pp. 147-75, 1977. 社数 比率 社数 比率 社数 比率 社数 比率
農林狩漁業 303 0.9 7,630 0.6 10 0.2 935 0.2
鉱業 58 0.2 1,734 0.1 9 0.2 742 0.2
建設業 11,332 32.6 368,425 29.1 3,016 61.1 233,428 51.5
製造業 3,274 9.4 174,918 13.8 409 8.3 49,672 11.0
卸売業 4,285 12.3 186,926 14.8 617 12.5 58,018 12.8
小売業・飲食店 5,767 16.6 177,994 14.1 216 4.4 21,202 4.7
金融・保険業 170 0.5 7,669 0.6 3 0.1 1,378 0.3
不動産業 1,727 5.0 65,093 5.2 95 1.9 24,582 5.4
運輸・通信業 1,262 3.6 43,946 3.5 108 2.2 11,875 2.6
電気・ガス・水道・熱供給業 22 0.1 471 0.0 5 0.1 245 0.1
サービス業 6,521 18.8 229,446 18.2 448 9.1 51,357 11.3
その他（公務等） 1 0.0
N.A. 2 0.0 64 0.0 23 0.0
Total 34,723 100.0 1,264,317 100.0 4,936 100.0 453,457 100.0
農林狩漁業 68 0.1 4,639 0.5 2 0.0 281 0.1
鉱業 29 0.0 2,576 0.3 5 0.0 1,032 0.3
建設業 11,421 12.6 179,102 17.6 2,947 25.1 128,637 39.9
製造業 18,291 20.1 186,654 18.3 2,483 21.1 51,274 15.9
卸売業 28,987 31.9 217,107 21.3 3,346 28.5 51,614 16.0
小売業・飲食店 11,538 12.7 195,127 19.2 381 3.2 18,598 5.8
金融・保険業 687 0.8 6,777 0.7 32 0.3 1,014 0.3
不動産業 5,206 5.7 45,666 4.5 549 4.7 17,333 5.4
運輸・通信業 3,249 3.6 35,730 3.5 308 2.6 9,416 2.9
電気・ガス・水道・熱供給業 8 0.0 283 0.0 3 0.0 207 0.1
サービス業 11,346 12.5 145,097 14.2 772 6.6 30,689 9.5
その他（公務等） 1 0.0 17 0.0
N.A. 918 7.8 12059 3.7
Total 90,831 100.0 1,018,775 100.0 11,746 100.0 322,154 100.0
農林狩漁業 57 0.7 6,943 0.6 820 0.2
鉱業 25 0.3 2,117 0.2 5 0.5 868 0.2
建設業 2,720 32.1 350,877 28.0 534 56.6 231,608 51.1
製造業 1,696 20.0 186,802 14.9 169 17.9 52,727 11.6
卸売業 1,116 13.2 204,824 16.3 146 15.5 62,516 13.8
小売業・飲食店 1,530 18.0 197,327 15.7 31 3.3 22,157 4.9
金融・保険業 32 0.4 7,034 0.6 1 0.1 986 0.2
不動産業 159 1.9 57,075 4.6 7 0.7 22,524 5.0
運輸・通信業 115 1.4 43,780 3.5 10 1.1 11,780 2.6
電気・ガス・水道・熱供給業 1 0.0 380 0.0 39 4.1 233 0.1
サービス業 1,033 12.2 197,304 15.7 46,991 10.4
その他（公務等） 4 0.0
N.A. 1 0.0 70 0.0 1 0.1 17 0.0







被災地立地企業 同時期全国企業 被災地立地企業被災地立地企業 同時期全国企業 被災地立地企業 同時期全国企業
企業数 5168 175747 5133 173541
平均値 0.027 0.069 -0.064 -0.245
標準偏差 1.564 9.095 2.566 66.629
最小値 -64.042 -3492.059 -183.160 -27329.410
1%点 -3.794 -3.237 -0.571 -0.602
10%点 -0.416 -0.263 -0.120 -0.109
25%点 0.022 0.058 -0.034 -0.026
中央値 0.191 0.223 0.004 0.006
75%点 0.424 0.465 0.024 0.027
90%点 0.659 0.708 0.055 0.062
99%点 0.921 0.950 0.186 0.222
最大値 1.000 1.000 1.317 126.867
企業数 12380 115098 12320 113584
平均値 0.159 0.144 -0.016 0.120
標準偏差 0.481 2.138 6.589 17.761
最小値 -23.393 -625.783 -429.987 -2043.667
1%点 -0.858 -0.901 -0.569 -0.409
10%点 -0.024 -0.031 -0.034 -0.037
25%点 0.058 0.057 0.001 0.001
中央値 0.153 0.148 0.015 0.016
75%点 0.301 0.289 0.039 0.040
90%点 0.479 0.465 0.079 0.077
99%点 0.794 0.797 0.366 0.330
最大値 0.994 1.000 368.976 4054.000
企業数 946 206666 946 206562
平均値 0.286 0.122 0.014 -0.050
標準偏差 0.376 3.669 0.068 13.902
最小値 -4.877 -1271.866 -1.219 -6237.000
1%点 -0.710 -2.532 -0.174 -0.411
10%点 0.015 -0.178 -0.031 -0.057
25%点 0.125 0.064 0.001 -0.003
中央値 0.273 0.204 0.014 0.012
75%点 0.491 0.418 0.034 0.034
90%点 0.710 0.652 0.066 0.070
99%点 0.908 0.924 0.170 0.211
最大値 0.974 1.000 0.345 1.000
H1: (a) ＞ (b) 0.000 *** 0.000 ***
H1: (a) ≠ (b) 0.000 *** 0.000 ***
H1: (a) ＜ (b) 1.000 1.000
企業数 (a) 172231 (b)  5064 (a) 170071 (b)  5031
H1: (a) ＞ (c) 0.998 0.340
H1: (a) ≠ (c) 0.003 *** 0.681
H1: (a) ＜ (c) 0.002 *** 0.660
企業数 (a) 112796 (c) 12134 (a) 111313 (c) 12073
H1: (a) ＞ (d) 1.000 1.000
H1: (a) ≠ (d) 0.000 *** 0.001 ***
H1: (a) ＜ (d) 0.000 *** 0.000 ***








H0: 全国(a) = 東日本 (b)
H0: 全国(a) = 阪神・淡路(c)
阪神・淡路大震災
新潟中越地震
H0: 全国(a) = 中越(d)
自己資本比率 売上高営業利益率
（B)　平均の差の検定　（t検定）企業数 % 企業数 % 企業数 %
あり 30,313 87.7 71,521 78.7 6,509 76.3
なし 4,232 12.3 19,411 21.3 2,017 23.7
合計 34,545 100.0 90,932 100.0 8,526 100.0
有無
表３　被災地企業と被災地所在金融機関との取引の有無
新潟中越地震 阪神・淡路大震災 東日本大震災企業数 % 企業数 % 企業数 % 企業数 % 企業数 % 企業数 %
1 10492 34.61 2115 49.98 13585 18.99 10210 53.24 2234 34.32 1382 70.26
2 9799 32.33 1246 29.44 23010 32.17 5962 31.09 2359 36.24 435 22.11
3 5723 18.88 564 13.33 17502 24.47 2094 10.92 1161 17.84 108 5.49
4 2450 8.08 201 4.75 8401 11.75 598 3.12 460 7.07 31 1.58
5 1010 3.33 68 1.61 3991 5.58 204 1.06 187 2.87 8 0.41
6 392 1.29 19 0.45 2005 2.8 67 0.35 63 0.97 2 0.1
7 201 0.66 6 0.14 1115 1.56 17 0.09 25 0.38 1 0.05
8 102 0.34 7 0.17 667 0.93 13 0.07 8 0.12 0 0
9 60 0.2 0 0 449 0.63 4 0.02 8 0.12 0 0
10 84 0.28 6 0.14 796 1.11 9 0.05 4 0.06 0 0
合計 30,313 100.0 4,232 100.0 71,521 100.0 19,178 100.0 6,509 100.0 1,967 100.0
企業数 % 企業数 % 企業数 % 企業数 % 企業数 % 企業数 %
1都銀 679 2.2 362 8.6 41,598 58.2 11,317 59.0 30 0.5 46 2.3
2地銀 16,323 53.9 2,777 65.6 6,678 9.3 1,706 8.9 3,417 52.5 1,257 63.9
3第二地銀 5,340 17.6 724 17.1 6,893 9.6 3,647 19.0 1,294 19.9 11 0.6
4信金 6,148 20.3 119 2.8 13,769 19.3 1,640 8.6 960 14.8 70 3.6
5信組 1,499 5.0 58 1.4 1,759 2.5 364 1.9 709 10.9 405 20.6
6長信銀-信託 27 0.1 8 0.2 246 0.3 93 0.5 1 0.0 0 0.0
7公的金融機関 210 0.7 42 1.0 345 0.5 167 0.9 29 0.5 10 0.5
8その他 87 0.3 142 3.4 233 0.3 244 1.3 69 1.1 168 8.5
合計 30,313 0.0 4,232 100.0 71,521 100.0 19,178 100.0 6,509 100.0 1,967 100.0
1都銀 1,195 6.0 164 7.8 33,889 58.5 4,766 53.1 72 1.7 38 6.5
2地銀 7,901 39.9 1,106 52.2 5,070 8.8 859 9.6 2,128 49.8 159 27.2
3第二地銀 3,887 19.6 365 17.2 6,207 10.7 1,555 17.3 646 15.1 3 0.5
4信金 3,479 17.6 32 1.5 9,292 16.0 750 8.4 510 11.9 39 6.7
5信組 1,190 6.0 27 1.3 1,493 2.6 200 2.2 498 11.7 124 21.2
6長信銀-信託 53 0.3 10 0.5 584 1.0 131 1.5 5 0.1 3 0.5
7公的金融機関 1,943 9.8 350 16.5 1,014 1.8 467 5.2 319 7.5 147 25.1
8その他 173 0.9 63 3.0 387 0.7 240 2.7 97 2.3 72 12.3






無 無 有 無
東日本大震災 阪神・淡路大震災 新潟中越地震
被災地に本店を置く金融機関との取引 被災地に本店を置く金融機関との取引 被災地に本店を置く金融機関との取引






有 有企業数 % 企業数 % 企業数 % 企業数 % 企業数 % 企業数 %
1北海道 24 0.1 11 0.3 3 0.0 8 0.1 0 0.0 0 0.0
2東北 28,561 94.5 3,378 82.8 3 0.0 8 0.1 0 0.0 0 0.0
3北陸 1 0.0 1 0.0 410 0.7 342 3.4 6,373 99.0 3 0.2
4関東 1,571 5.2 656 16.1 19,571 31.4 6,331 62.0 50 0.8 1,730 96.5
5中部東海 1 0.0 3 0.1 948 1.5 719 7.0 0 0.0 36 2.0
6近畿 48 0.2 29 0.7 40,493 65.0 1,999 19.6 14 0.2 1 0.1
7中国四国 3 0.0 3 0.1 765 1.2 710 7.0 0 0.0 22 1.2
8九州沖縄 1 0.0 0 0.0 109 0.2 98 1.0 0 0.0 1 0.1
Total 30,210 100.0 4,081 100.0 62,302 100.0 10,215 100.0 6,437 100.0 1,793 100.0
1北海道 33 0.2 7 0.4 7 0.0 4 0.1 0 0.0 0 0.0
2東北 15,623 85.9 1,469 81.9 6 0.0 4 0.1 1 0.0 5 1.2
3北陸 2 0.0 1 0.1 315 0.7 154 3.2 3,751 94.5 317 77.9
4関東 2,424 13.3 293 16.3 16,933 36.4 2,901 59.7 174 4.4 71 17.4
5中部東海 4 0.0 5 0.3 1,096 2.4 393 8.1 1 0.0 1 0.3
6近畿 98 0.5 14 0.8 27,260 58.6 895 18.4 43 1.1 13 3.2
7中国四国 1 0.0 3 0.2 766 1.7 416 8.6 0 0.0 0 0.0
8九州沖縄 0 0.0 1 0.1 142 0.3 91 1.9 0 0.0 0 0.0













岩手銀行 (地方銀行) 9,303 91 14,285 110 65.1 82.7
東北銀行 (地方銀行) 3,765 49 4,525 58 83.2 84.5
北日本銀行 (第二地方銀行) 5,353 60 8,557 82 62.6 73.2
七十七銀行 (地方銀行) 26,314 128 34,511 143 76.2 89.5
仙台銀行 (第二地方銀行) 4,955 70 5,129 71 96.6 98.6
東邦銀行 (地方銀行) 15,610 105 20,517 114 76.1 92.1
福島銀行 (第二地方銀行) 4,171 51 4,458 55 93.6 92.7



































·   債権買取等を行う「岩手県産業復興機構」の設立に基本合意
岩手県産業復興相談センター設立
·     10月7日より債権買取に関する相談業務開始














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図５  被災３県所在信用金庫の財務指標 
貸出金合計  資産合計  預金積金 
自己資本比率（国内基準）  不良債権比率（金融再生法開示ベース）（右軸）  ROA（当期純利益/資産合計）（右軸） 





































































































































































































































































































































































































































































































































図６  被災3県所在信用金庫の貸倒引当金 
貸倒引
当金 
貸倒引
当金/資
産合計
（右軸） 